
教育委員会の廃止に伴う事務手続きの進捗状況について 

 

 

 教育委員会の廃止に伴う事務手続きの進捗状況については、平成３０年８月議会で

報告いたしましたが、以降の事務手続きの進捗及び今後の予定について報告いたしま

す。 

 

平成３０年 ８月 業務引継ぎ検討会議（四市生涯学習、学校教育担当課長）開催。

（３１日） 

視聴覚教材センター、教材、機材の引継ぎ方針を決定。 

著作権引継ぎ手続き。 

平成３０年 ９月 規約の改正に係る議案を各市議会で議決。 

平成３０年１０月 千葉県総務部市町村課に規約改正許可申請。（２５日） 

平成３０年１１月  

平成３０年１２月 平成３０年１２月１１日付け千葉県市指令第１９６３号をも

って規約改正許可。（１１日） 

視聴覚教材センター、教材の貸出し終了。（２８日） 

平成３１年 １月 組合教育委員会議。教育委員会規則廃止等議決。（２４日） 

平成３１年 ２月 組合議会、組合条例改廃。移設、廃棄処分費用等予算補正。 

（４日） 

平成３１年 ３月 組合教育委員会廃止。各市へ業務を引継ぎ。（３１日） 

 

 今回、教育委員会の廃止（規約変更）に伴う事務のうち 

 結核対策委員会設置管理事業については、木更津市、君津市、袖ケ浦市においては

それぞれ結核対策委員会を設置、富津市においては委員会方式によらず学校医の協力

により結核対策事業を引き継ぎます。 

 

 視聴覚教材センターの設置及び管理については、木更津市が資機材を引き継ぎ、ま

なび支援センターを拠点として３年間は無償で各市の団体等に貸し出します。 

 備品等のうち不用となるものは、官公庁オークションで売却し、処分費の軽減及び

歳入の増加に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 



児童発達支援センター及び救急急病医療事業に係る検討の進捗状況について 

当該２事業につきましては、関係市担当部署により検討を行っておりますが、平成３０年

１２月２６日開催の関係市市長会議において、それぞれの事業について検討の中間報告が行

われ、下記のとおり４市の今後の検討方針について了承が得られました。 

 

１ 児童発達支援センターの設置及び管理運営 

 中間報告では、組合以外の実施方法として民間譲渡の可能性について検討したなか、国

の設置指針（※）には抵触しないものの民間事業者の受け皿が不明であり、さらに比較検討

を要する旨の報告があった。市長会議において「将来的には民間譲渡を行う場合であって

も、現状では指定管理による中間の段階が必要であると考えられることから、今後、指定

管理の方式を採用する場合の仕様などについて、市町村圏事務組合と調整を進める。また、

現状分析や圏域内での必要性、民間事業者の意向調査などにより比較検討を進め、平成３

１年度末を目途に検討を進める。」ことが了承された。 

 ※国の設置指針･･･厚生労働省指針 平成 29 年 3 月 31 日改正 

  平成３２年度末までに児童発達支援センターを各市町村に１カ所以上設置することを基本とする。 

  市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えない。 

 【検討会議実施状況】 

  第１回検討会議 平成３０年 ７月１２日 

  第２回検討会議 平成３０年１０月３０日 

 

２ 救急急病医療事業 

 中間報告では、一次救急医療（夜間急病診療所）について、組合以外の実施方法として具

体的な検討を行うこととしてスタートしたが、一次救急から三次救急まで全ての地域救急医

療体制全体を話し合うことが本案件の解決に向けた近道であることから、市町村圏事務組合

が運営する一次救急、二次救急医療事業に係る課題の整理、三次救急を担う君津中央病院企

業団の現状と考え方、平成２５年度に地域救急医療協議会から４市に出された「君津地域救

急医療体制の提言」を踏まえた現在の医師会の考え方などを伺いながら現状と課題の把握、

関係団体の考え方の整理を進めている旨の報告があった。市長会議において「引き続き、４

市の健康推進部局を中心に医師会等を交えて平成３１年度末を目途に検討を進める。」こと

が了承された。 

 【検討会議実施状況】 

  第１回検討会議 平成３０年 ４月２７日  第５回検討会議 平成３０年１０月１１日 

  第２回検討会議 平成３０年 ５月２９日  第６回検討会議 平成３０年１０月２３日 

  第３回検討会議 平成３０年 ７月 ３日  第７回検討会議 平成３０年１１月２８日 

  第４回検討会議 平成３０年 ７月２４日  第８回検討会議 平成３０年１２月２７日 

 


